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　「核弾頭を削減する」「核実験の必要性を低減する」とい
う論理で米国が売り込む「信頼性代替弾頭（ＲＲＷ）」計画
の背後にある危険な意図を、本誌は繰り返し指摘してきた。
５月４日『ワシントンポスト』（ＷＰ）も、「核軍縮のために新型
爆弾を開発する」という論理が米政権、議会内で急速に広
まっていることを明確に指摘した１。
　ＮＰＴ第６条や「明確な約束」に逆行し、核の永久保有へ
と繋がりかねないこうした動きに対し、日本政府はいかに対
応するのであろうか。ＲＲＷ計画に対する姿勢は、今後の日
本の国連決議の内容や外交政策に重要な影響を及ぼす
ことは避けられず、停滞するジュネーブ軍縮会議（ＣＤ）に
対する方針とともに、日本の核軍縮政策の真価が問われる
課題である。
　このような認識から、ＣＤの第２会期をひかえた５月１２日、
広島、長崎、首都圏の３つの市民団体（「核兵器廃絶をめざ
すヒロシマの会」「核兵器廃絶ナガサキ市民会議」「核兵
器廃絶市民連絡会」）は、これらの重要問題に対する政府
の見解を質すべく、外務省に申し入れを行った。要請の全
文を２ページに掲載する。申し入れの様子は、後日、本誌で

報告したい。
　「老朽化した核弾頭の廃棄を進める米国」と題された前
記の『ワシントンポスト』記事は、ブッシュ政権が核弾頭削
減を加速する背景に、国際的な「イメージ戦略」があると指
摘する。「廃棄は、保有核兵器とインフラにおける転換が、
他国に『軍拡競争の再燃』と誤解されないようにする、我々
の戦略の重要な要素である」というセル・エネルギー省副
長官の下院歳出小委員会証言が紹介されている。
　廃棄を加速し、コストを軽減するとともに信頼性の高い
弾頭と総入れ替えしていくという方針に対しては、米議会
からの強い後押しがある。下院「エネルギーと水資源に関
する歳出小委員会」委員長のホブソン下院議員（共和党、
オハイオ州選出）はその中心的人物である。「ＲＲＷの父」
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　外交のために、日頃よりご尽力いただいていることに感
謝し、かつ敬意を表します。

昨年５月の核不拡散条約（ＮＰＴ）再検討会議が成果な
く終わって以来、核兵器廃絶への道筋が見えにくくなって
います。本年のジュネーブ軍縮会議（ＣＤ）は第２会期に入
ろうとしていますが、この場も、核軍縮などについてほとん
ど前進が見られていません。
　そうした中で、米政府が現有の核弾頭をより頑丈で耐
久性のある弾頭に総入れ替えする計画を明らかにしてい
ます。２００７年度における米エネルギー省の予算要求やそ
れを巡る関係者の議論に接すると、米国政府の中に核兵
器の永久保持を目指す憂慮すべき動きが顕在化している
と、私たちは指摘せざるを得ません。
　私たちは、日本政府がこの動きに対して明確な意思表
示をすることが今極めて重要であると考え、以下のように
政府の見解を質すとともに行動を要請したいと思います。

１）信頼性代替弾頭（ＲＲＷ）を計画する
米国核政策について

　２００６年度の米国の核兵器予算において、いわゆる核バ
ンカーバスター（強力地中貫通型核兵器、ＲＮＥＰ）の研究
開発予算が消え、代わりに信頼性代替 弾頭
（RRW=Reliable Replacement Warhead）計画の予算
が増えました。議会がＲＮＥＰに否定的な見解を示したこと
は歓迎すべきことです。しかし、ＲＲＷ予算に関しては、国
家核安全保障管理局（ＮＮＳＡ）が９３５万ドルを要求したの
に対し、議会は大幅に増額して２５００万ドルを支出すること
を決定しました。これに勢いを得て、２００７年度大統領予算
はＲＲＷ計画に２７７０万ドル（約３３億円）を要求しています。
　私たちがまず第一に憂慮するのは、ＲＲＷ計画が核弾
頭のいっそうの削減を可能にし、また核爆発実験の再開
をしなくても済む道であるという一見魅力的な理由を掲げ
ながら、実は核兵器の延命をもくろんでいることです。昨年
の予算に最終合意したときの米議会上下両院協議会報
告書は、次のように書いています。
　「（両院協議会は）ＲＲＷ計画のもとで行われるいかなる
兵器設計作業も、現存する貯蔵兵器の軍事的能力の範
囲内にとどまらねばならない、また、いかなる新型兵器設
計も過去の核実験によって確認された設計パラメーター
の範囲内にとどまらねばならない、という２００５会計年度に
与えられた指示をくり返す。協議会は、ＮＮＳＡが、合衆国の

核貯蔵規模をかなり縮小するという政府決定をサポートす
るため、科学的貯蔵管理計画の成果を基礎にして製造工
程を改善し、コストを下げ、そして動作マージンを増加させ
ることを期待する。」
　このようにして、老朽化によって２０４０年までに寿命を迎え
るとされる現存の核弾頭の総入れ替えが実行されようとし
ています。
　それだけではありません。私たちが第二に憂慮するの
は、ＲＲＷ計画は現有の核兵器の能力を超えないという条
件で行われると言いながらも、そのための投資は施設の面
でも人材の面でも、米国の核兵器開発能力を間違いなく強
化することです。それは核兵器研究所や弾頭製造工場に
資金を投入し、人材を豊富にし、これまでよりも近代的な核
兵器生産のインフラを作り上げることになります。新しいイン
フラがあれば、さらに高度な核兵器開発も可能になります。
米国政府がそのことを明確に意図していることが、ＮＮＳＡ
ブルックス局長の次のような演説（０６年３月３日。原文を資
料として添付します）で明らかになりました。
　「２０３０年には、我 の々即応性のあるインフラによって、現
在とは異なる、もしくは改良された軍事的能力を持つ核兵
器を生産することが、要求に応じて可能になっています。Ｒ
ＲＷ計画によって活性化された兵器設計コミュニティは、１
８ヶ月以内に既存の兵器を改造し、新たなデザインを設計
し、開発し、エンジニアリング開発段階に進むことを決定し
てから３、４年以内にその生産を開始する能力をもっていま
す。」
　私たちは、米国のこのような計画は核兵器廃絶を求める
私たちの努力への重大な挑戦であると考え、ＲＲＷ計画に
強く反対します。計画は、米国のＮＰＴ第６条を「誠実」に履
行する義務に違反し、２０００年のＮＰＴ再検討会議での「保
有核兵器の完全廃棄に関する明確な約束」を反故にする
ものです。
　そこで、私たちは日本政府に、このような米国の信頼性
代替弾頭（ＲＲＷ）計画をどのように考えているか、その見
解を質したいと思います。そして、日本政府が、ＲＲＷ計画
を中止し、ＮＰＴ再検討会議での「明確な約束」を履行する
具体的なプログラムを提示するよう米政府に要求するよう
求めます。

２）ＣＤにおける現状打破の
動きについて

　昨年の国連総会で、ＣＤが現状の行き詰まりを克服して
正常に機能するまで、第１委員会に特別委員会を設置して
核軍縮などの協議を進めるという決議案を、カナダ、メキシ
コなど６か国が準備しました。しかし、６か国は２００６年のＣＤ
の発展に期待し、昨年の提案を見送ったという経緯があり

2006年5月１２日
外務大臣　麻生太郎様

要請書
核兵器廃絶をめざすヒロシマの会
核兵器廃絶ナガサキ市民会議
核兵器廃絶市民連絡会



3１９９６年４月２３日第三種郵便物認可 毎月２回１日、１５日発行 核兵器・核実験モニター 第２５6号 ２００６年５月１５日

　『ポスト』紙の報道に反して、米科学者連盟に在籍する
核兵器アナリストのハンス・クリステンセン氏などの調査に
よって、実験は大量の化学爆発物を爆発させて、「低威力
核兵器の陸地衝撃」効果をシミュレーションするためのも
のであることが明らかになった１。本稿では、公表された情
報に基づきながら、「ディバイン・ストレイク」実験の持つ意
味を探ってみたい。

予算書に目的を明記

　ディバイン・ストレイクは、議会が認可した2002会計年度
（ＦＹ2002）国防省関連予算のうちの「トンネル標的撃破」
先端概念および技術デモンストレーション（略称ＡＣＴＤ）の
一部として2002年に承認された。それ以来、ＤＴＲＡは、そ
の対抗戦力プログラムの一環として実験の準備を進めて
きた。ＤＴＲＡの対抗戦力に関する研究、開発、テスト、エン
ジニアリング（略称ＲＤＴ＆Ｅ）に関するＦＹ2006予算では、
実験について「低威力核兵器の陸地衝撃環境をシミュ
レートするため」と実験の目的が核兵器のためであること
を明記している（資料１）。ＦＹ２００７予算請求では低威力

通常火薬の大爆発で
核爆発実験－
ネバダ実験場の「ディバイン・ストレイク」

　０６年3月３１日付けの『ワシントンポスト』紙によれば、０６年６月２日に、ネバダ核実験
場内のトンネル複合体の上で、大量の高性能爆薬を爆発させる実験が、エネルギー
省（ＤＯＥ）によって計画されている。同紙は、「実験の目的は、大量の通常爆弾が強化
された地下標的に対してどの程度の作用を及ぼすかを決定することにある」と報じ
た。しかし実際は、この実験は核兵器のための実験である。この実験は、暗号名で
「ディバイン・ストレイク」と呼ばれ、米国防総省傘下にある国防脅威削減局（ＤＴＲＡ）
によって実行される。

【資料】ディバイン･ストレイクに関する予算説明（抜粋）
（１）２００６会計年度予算
●エネルギー省のネバダ実験場において、低威力核兵器の陸
地衝撃環境をシミュレートするために、トンネル標的撃破ＡＣＴ
Ｄのフルスケールのトンネル撃破デモンストレーションを高性能
爆薬を使用して実行する。

（２）２００７会計年度予算
●エネルギー省のネバダ実験場において、望みの陸地衝撃環
境を作り出すために、トンネル標的撃破ＡＣＴＤの大規模なトン
ネル撃破デモンストレーションを高性能爆薬を使用して実行す
る。
●トンネル標的撃破ＡＣＴＤは、付随的被害を最小にしながら地
下施設を破壊するのに必要な最小核爆発威力を選択する際
の戦争遂行者の確信を高めるような計画ツールを開発する。

出典：国防脅威削減局ホームページ。http://www.dtra.mil/index.cfm

ます。提案を見送るに当たって、６か国は「ＣＤが２００６年もま
た結果を残せないままに１年を送ることになれば、大多数の
国の安全保障上の利益が少数の国の政策によって人質
にとられているような状況に対する、民主的なかつ多国間
的な代案を保証する手段の一つとして、この提案を再度
提出するという選択肢は捨てない」と述べていました。
　そのような経過を受けて、２００６年にＣＤ議長となる６大使
が１年をとおして系統的な努力をするという、かつてない取
り組みを開始していると聞きます。しかし、残念ながら私た
ちはＣＤの正常化について、まだなんらの朗報にも接して
いません。

　そこで、私たちは、日本政府に次のことをお尋ねし、要請

します。
１． 第１会期において、日本政府はＣＤ正常化のために
どのような方針で臨みましたか。その成果をどう評価して
いますか。第２会期にはどう臨みますか。
２． 議長となる６大使の努力がどのような変化をもたらし
ていますか。今後の予測はどうですか。
３． ＣＤが今年も正常化しない場合、日本政府はカナダ、
メキシコなどの提案を積極的に推進するよう要請します。ま
た、それに代わる構想があれば聞かせてください。

　以上、お尋ねするとともに要請いたします。

核兵器に対する言及が省かれたが、ＦＹ２００７の別な箇所で
は、戦争において核爆発威力を適切に選定できるようにす
るツールを開発するための実験であることを示唆している
（資料２）。
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　ディバイン・ストレイクは、強力地中貫通型核兵器（ＲＮＥ
Ｐ）に関連する実験ではない。なぜなら、ディバイン・ストレ
イクでは、きわめて低威力の核兵器が比較的浅い地下標
的に使用されることをシミュレートするからだ。この実験は、
ロス・アラモス国立研究所で2004年に科学者によって行
われた３次元コンピュータ・シミュレーションに続くものであ
る。２００４年のコンピュータ・シミュレーションではＵ１６Ｂトン
ネルの内部で10キロトンの核爆発をエージェント破壊兵器
として使用することが検証され、トンネル長全体に輻射が
到達するには比較的大規模な爆発威力が必要だという
結論が出された。大規模なトンネル複合体に貯蔵された
エージェントの破壊を保証するにはそのような爆発威力が
必要になる可能性が示唆されたのである。
　ディバイン・ストレイクは、エージェント破壊のシミュレー
ションを目的としておらず、地下施設を破壊するか、重大
な損害を与えるために小規模な核兵器の爆発威力を使
用することを想定している。また、シミュレーションはトンネ
ルの入り口に対して行われるのではなく、トンネルの上の
地表に置いた爆薬を爆発させるものである。

実験の諸条件

　ディバイン・ストレイクでは、大量（７００トン）に積み上げた
アンモニウム硝酸塩と燃料オイル（略称ＡＮＦＯ）を爆発さ
せる。ディバイン・ストレイクの爆発威力はＴＮＴ火薬換算
で約５９３トン、すなわち大まかに言って０．６キロトンである。
これは、爆発威力が可変であるＢ－６１非戦略重力核爆弾
の最小の威力オプションの約２倍にあたる。クリステンセン

は、非戦略Ｂ－６１核爆弾を微調整して使用することを想定
して、ディバイン・ストレイクの実験が行われるのではない
か、と推測している。このような規模の爆薬の爆発実験が
行われるのは、決して初めてのことではない。
　ディバイン・ストレイクは、ネバダ実験場のＵ１６Ｂ複合体で
行われる。Ｕ１６Ｂは、石灰岩層を掘削した、フック型のトンネ
ルで、3つの入り口と1つの通風孔に接続されている。
　ＤＯＥによるディバイン・ストレイクの環境評価書草案によ
れば、爆発は、特定の地質的特質を持つ石灰岩床の上で
行われる。それによれば、「多くの潜在敵の軍事的標的は同
様の石灰岩層に設けられているので、（ディバイン・ストレイ
クは）実際の軍事的標的に類似する地質的状況で実施さ
れる必要がある」。
　ＤＯＥによれば、そのようなＨＤＢＴ（強化され地中深く埋設
された標的）は、指揮・管制、弾薬の貯蔵（大量破壊兵器や
長距離ミサイルを含む）、最新の防空施設、国家指導者の
戦時の避難所等として使用されるという。

追記

　４月１１日に明らかにされたネバダ州環境当局の書簡に
よれば、ディバイン・ストレイクを実施する連邦機関が、この
実験が州の定める大気汚染の基準に適合し、爆発により大
気中に巻き上げられる有害な微粒子を追跡できることを示
さなければ、６月２日に予定されるディバイン・ストレイクの実
施を認可することはできない、という２。本稿執筆時の４月末
の時点では、米政府当局は、ネバダ州環境当局の疑惑を
晴らすような返答をしていないようであり、ディバイン・ストレ
イクが予定通り実行されるか否かはまだ流動的である。

　　（大滝正明）
●5月8日付「ソルトレイク・トリビューン」によると、実験は6月２３日
以降になる見通し。

注　１．クリステンセンの分析は、以下のURLのウェブサイトに掲
示されている。www.nukestrat.com/us/stratcom/gs-
divinestrake.htm
２．『ラスベガス・レビュー・ジャーナル』 ０６年４月１２日。

とも呼ばれるホブソン議員は、老朽化した核弾頭の廃棄
や、組みたて直しコストがかさむと予想される海洋発射巡
航ミサイル搭載核弾頭「Ｗ８０」の削減等を要求し、エネル
ギー省に圧力をかけ続けている。
　こうしたなか、政府による新型核兵器の開発が着実に進
められている。ＷＰ記事は、今年末までに、米政府がより信
頼性が高く、盗難などでテロリストに渡った際に使用を不可
能にするような弾頭設計を計画しているとの当局の話を紹
介している。
　このように、核兵器削減の名の下に、米政府と議会が、手
を取り合ってＲＲＷ計画を促進する構図ができつつある。Ｗ
Ｐ記事が最後に紹介するクライン国防長官補佐官（核、化
学、生物兵器防衛計画担当）による公聴会証言が、米国の
本音を最も良く表している。「我 は々、多くの保有核兵器を
手放すことを躊躇している・・・新たなものを製造する能力
を持つまでは」。（湯浅一郎、中村桂子）

注　１．「ワシントンポスト」２００６年５月４日  h t t p : / /
www.washingtonpost.com/wp-dyn/content/article/
2006/05/03/AR2006050302136_pf.html

⇒１ページから

●Ｍ

●Ｍ
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　５月１日、米国務省で開かれた日米安全保障協議委員
会（２＋２協議）は、在日米軍再編協議の「最終報告」にあた
る二つの文書を発表した。「共同発表：日米安全保障協議
委員会」と「再編実施のための日米のロードマップ」である１。
　本誌第２４６号及び２４７号で論じたように、昨年１０月の中
間報告書「日米同盟：未来への変革と再編」２は、日米安保
条約の実質的改訂と呼ぶべき内容を含んでいた。基地再
編のキーワードは「地元の負担を軽減しつつ抑止力を維持
する」ことであった。しかし、示された「ロードマップ」は住民
の望む「負担の軽減」でもなく、日本の安全保障のための
「抑止力の維持」でもない、「日米同盟のトランスフォーメー
ション」であり、「日米協力の緊密化」という米戦略上のニー
ズを露骨に優先させるものである。　

■沖縄：変わらぬ「戦略拠点」の重圧
　沖縄における再編の柱は、①１４年を目標とした、Ｖ字型
滑走路を持つ代替施設への普天間飛行場の移設、②同じ
く１４年を目指す海兵隊のグアム移転、そして③嘉手納以
南の６施設の返還・統合（全面返還５、部分返還及び統合
１）の三つである。これらは、相互に強く関連づけられ、「パッ
ケージ化」される。すなわち、①普天間の代替施設への移
設は、施設が完成し、「完全に運用上能力を備えたとき」に
行われ、②海兵隊のグアム移転は「普天間代替施設の完
成に向けた具体的な進展」とグアム移転のための「日本の
資金的貢献に懸かって」おり、③嘉手納以南６施設の返還
及び統合は、海兵隊の「沖縄からグアムへの移転完了に懸
かっている」。しかも、③については、返還対象施設の機能
及び能力は県内に「対象施設の返還前に」移転するとされ
た。一方では、９６年１２月の「ＳＡＣＯ最終報告」は「再評価が
必要となる可能性がある」とされた。ＳＡＣＯ合意の多くは８
年を経た今も未実施であり、北部訓練場返還などの懸案
が棚上げされる可能性がある。
　沖縄県は、５月５日、「全体としては基地負担軽減の方向
性が示されており、高く評価」しながらも、「普天間飛行場の
移設にかかる新たな合意については容認できない」とのコ
メントを発表、普天間代替施設については「キャンプ・シュ
ワブ一の一部に暫定へリポート建設を検討すること」を政
府に求めた（『琉球新報』５月５日）。４月７日に「Ｖ字型滑走
路」について政府と基本合意した名護市の島袋市長も、滑
走路の長さがＳＡＣＯ最終報告で決まった１５００ｍでなく、１８

００ｍとされたことに対して「極めて遺憾だ。基本合意に基
づいて対応してほしい」と批判した（『琉球新報』５月２日）。
飛行コースに近接する宜野座村議会は、４月２８日に「Ｖ字
型滑走路案」の撤回を求める決議が採択している。宜野
湾市の伊波市長は、「ＳＡＣＯの二の舞になりかねない」と強
く批判し、「海外分散による２００８年までの返還」をあらため
て求めた３。

■車力（青森県）：ミサイル防衛用Ｘバンドレーダー
　ミサイル防衛については、追加的な能力の展開などで
それぞれが能力を向上させ、「緊密な連携が継続される」
ことが再確認された。「中間報告」では特定されていな
かった「Ｘバンドレーダー」の設置場所は、青森県の航空
自衛隊・車力分駐屯地とされた。地元住民からは、「来て
ほしいなんて思っている人は誰もいない」、「被害がないの
か心配だ」との声があがっている（「共同通信」５月２日）。
レーダーから得られるデータは日米が共有する。津軽半島
の小さな自衛隊基地がミサイル防衛のホット･スポットとな
る。

■横田：共同統合運用調整所
　航空自衛隊総隊司令部が１０年度に移転し、米軍と共
同統合運用調整所を形成、ミサイル防衛を含む防空機能
を果たす。０８年９月までに一部空域の管制業務は日本に
移管される。地元で要望のある軍民共同使用について
は、「軍事運用上の能力を損なわない範囲内」での検討課
題とされた。
　
■岩国：艦載機移転で高集積拠点化
　厚木から岩国への空母艦載機の移転は１４年が期限と
された。
　普天間のＫＣ１３０空中給油機１２機も岩国に移駐、鹿屋に
はローテーション展開となる。航空機が現在の５７機から約
１２０機に倍増する岩国の負担軽減措置として、海上自衛
隊のＥＰ３など１７機を厚木に、海兵隊のＣＨ５３Ｄ大型輸送ヘ
リ８機が沖縄海兵隊と同時にグアムに移転される。艦載機
の夜間離着陸訓練（ＮＬＰ）は当面現在の硫黄島で行い、
０９年までに恒常的施設の選定を行うとされたが、選定は
難航が予想される。
　３月１２日には住民投票で旧岩国市民の過半数が受け

「
在
日
米
軍
再
編
」
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終
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告

民主国家では実施不可能な
「ロードマップ」
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入れ拒否し、４月の合併後の新岩国市長選でも、反対を掲げ
た前岩国市長の井原氏が当選した。井原市長は５月２日、防
衛庁を訪れ守屋武昌事務次官と会談し、「住民の強い拒否
反応を肌で感じている」と容認できない考えをあらためて伝
えた（『中国新聞』５月３日）。

■座間（神奈川県）：司令部の改編
　キャンプ座間の米陸軍司令部の改編は、０８米会計年度ま
でに実施するとされた。陸自中央即応集団司令部は、年度
に移転する。見返りとして、キャンプ座間の１．１ヘクタールと
相模総合補給廠の１７ヘクタールが返還され、同補給廠の３
５ヘクタールが地元との共同使用とされる。この計画に一貫
して反対してきた座間市の星野市長は、最終合意を「非常
に残念で到底承服しかねる」と強く非難した。一方、相模原
市の小川市長は、補給廠の一部返還を評価しつつ、司令部
改編については、「日米両政府の理解が得られず、負担が
増加されたことは残念至極だ」とのコメントを発表した４。

■訓練移転：柔軟性向上と被害の拡散
　Ｆ１５戦闘機の５つの自衛隊基地への分散移転について
は、自衛隊のインフラ整備と共同訓練回数の制限撤廃が合
意された（合計日数と１回の訓練の期間の制限は維持され
る）。米軍のニーズに応じて柔軟に訓練が行えることが狙い
と思われる。これらの移転先でも、自治体と住民の反対世論
が根強い。

■法外な費用負担
　沖縄海兵隊のグアム移転費用（総額１兆１９００億円）は、そ
の５９％の約７１００億円を日本負担とすることで、日米交渉は
決着した。そして、これが沖縄の「負担軽減」の絶対条件と
されていることは前述のとおりである。日本負担の内訳は、
政府負担５０００億円（うち支出３２５０億円、出資１７５０億円）、国
際協力銀行（ＪＢＩＣ）などによる融資が約２１００億円である。こ
れは、米領土内での米軍施設整備を日本の資金で行うとい
う前代未聞の合意である。小泉首相は、この財政負担の法
的根拠と基地周辺地域振興の交付金創設などのための
「在日米軍再編関連法案（仮称）」の今国会（会期６月１８日
まで）提出を見送ったと報じられている（『朝日新聞』４月２８
日）が、いずれにせよ新立法なしには実施できない合意であ
る。政府には納税者への説明責任が厳しく求められる。

　小泉首相は、５月２日、訪問先のガーナで「新しい時代の
日米同盟の強化と、沖縄など地元負担の軽減に役立つと評
価している。今後、地元の理解を得ながら実現を図りたい」
とのコメントを発表した（『毎日新聞』５月２日）。この首相の見
解は三重の意味で誤っている。第１に「新しい時代の日米同
盟の強化」については、政府は一度も正面切って説明して
おらず、国民の合意はない。第２に、「地元負担の軽減」とは、
あくまでも軍事的要請を満たすための「負担の拡散、たらい
まわし」でしかない。そして第３に、「地元の理解」を得るため
の努力を決定的に怠ってきた政府に対する批判は地元に
充満しており、強行突破か交付金などによる「懐柔」以外に
政府に残された道はない。
　このロードマップは、日本が民主主義と法治主義に立つ

ならば、実施不可能である。（田巻一彦）

注
１． www.mofa.go.jp/mofaj/kinkyu/2/20060502_013901.html
及び014436.html
２　．www.mofa.go.jp/mofaj/area/usa/hosho/
henkaku_saihen.htmlmaru
３． www.city.ginowan.okinawa.jp/2556/2581/2582/
13986.html
４．www.city.sagamihara.kanagawa.jp/topics/htm/06/
060502_01.html

●Ｍ
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再編実施のための日米のロードマップ図
解 作成：ピースデポ
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　核不拡散条約（ＮＰＴ）体制の外部で、民生用核エネル
ギーの開発と貿易における協力を約束した「米・印共同声
明」（０５年７月１８日）に示されるように（本誌２４２号参照）、核
兵器廃絶の目標にとって唯一の国際条約上の根拠である
ＮＰＴの基礎が掘り崩されつつある。ＮＰＴは、核兵器開発の
放棄と交換に、「非核兵器国」に原子力の平和利用を認め
るという基礎的合意に基づいているからだ。
　現在、米国のブッシュ政権は、こうした核不拡散体制の
内部では明白に矛盾する政策を、イランとインドに対して
とっている。
　ＮＰＴ加盟国であるイラン――米国によってイラク・北朝
鮮とともに「悪の枢軸」と名指しされた――に対しては、軍
事的に威嚇してまでウラン濃縮を含む核燃料サイクルの
放棄を迫り、ＮＰＴ未加盟国で事実上の「核兵器国」――
「共同声明」では「進んだ核技術を有する責任ある国」
――のインドに対しては、核エネルギー技術の供与を進め
ようとしている。このような２重基準の背後には、米国の戦略
的利益（対中国並びに軍産複合体）があるに違いないが、
さらにその背後には、国際法に対する極度の軽視があると
いえよう（これは、世界でもっとも強力な軍事大国としての、
力の過信と裏腹であろう）。２００５年５月のＮＰＴ再検討会議
における、「核兵器国は、保有核兵器の完全廃棄を達成す
るという明確な約束をおこなう」という合意の無視は、ブッ
シュ政権固有の態度の１例にすぎない。０６年3月、インド訪
問の際の記者会見で、前年の「共同声明」の意味につい
て、ブッシュ大統領は次のような発言を行った。「この合意
が語っていることは、…時代は変わるということだ。さらに、
指導者は変化を作り出すことができる」（本誌２５３号参照）。
ここで、作り出す「変化」とは、ＮＰＴ体制の無実化であり、核
軍縮ではなく、「核態勢見直し」（ＮＰＲ、０１年末～）の方向の
強化であろう。
　こうした「米・印共同声明」のメッセージは、世界にどのよ
うな影響を与えるだろうか。それは、核拡散の止めなき進行
であろう。米元大統領のカーター氏は、次のように的確に指
摘している。「ＮＰＴ無視を容認することは、間違いなく、核兵
器の拡散を促進する。日本、ブラジル、インドネシア、南アフ
リカ、アルゼンチン、及びその他の多くの技術的に進んだ国
は、ＮＰＴによって、外国の核技術へのアクセスを自制して
きた。もしインドが同じ条件を拒否するならば、そうした諸国
は自己規制を貫けるだろうか。同時に、規制も監視も無いイ
スラエルの核状況は、イラン、シリア、トルコ、サウジアラビ
ア、エジプト及びその他諸国の指導者に、地位のためであ
れ、将来の使用のためであれ、同じように核兵器を追求す
る誘引を与える」１。

　本誌２５３号で伝えたように、米印両政府は３月２日に核
技術協力の合意に達したと発表した。これに対して日本
ではどのような反応が見られるだろうか。日本の安全保障
のためには米国の核の傘が必要だと主張してきた日本政
府だが、インドの核保有には厳しく反対してきた。米国がイ
ンドの核保有を事実上容認しようとしている今、日本の核
兵器廃絶の主張の真意と誠意が問われている。原子力
商売のために、米国に追随するようなことがあってはなら
ない。その意味で、日本での反応を整理しておく。

主要紙はほぼ反発

　日本の主要紙は、合意が発表されてから数日以内にい
ずれも社説を掲載した。この問題に対する関心の高さをう
かがわせる。全体を貫くトーンは、今回の合意がこれまで
のＮＰＴ体制と相容れないとする批判である。また、インド
を特別扱いすることによりイラン・北朝鮮の核開発に与え
る悪影響を懸念する点でも全紙ほぼ共通している。
　『毎日』（３月５日付）は、「核保有国は経済的利益を追う
あまりＮＰＴ体制を守る責任を忘れていないか」と問いか
け、「ブッシュ大統領はむしろ印パの核廃棄を求めるべき

メディアは反発
政府は態度
定まらず
警戒すべき容認論も

ＮＰＴの原則掘り崩す米・印合意
そして、日本は？

ＮＰＴ体制の
再構築は
可能か 　崩壊しつつあるＮＰＴ体制の再構築の道はあるだろう

か。ＮＰＴ体制が持続可能であるためには、第６条に規定さ
れた、核保有国による核軍縮義務の実行が絶対の条件で
あることを、われわれは深く考える必要がある。そのために
は、「米・印共同声明」に表現された核兵器をめぐる世界の
趨勢を、逆転させなければならない。その力はどこにあるの
だろうか。米国でも、ＮＰＴの無実化を批判する声は強い。イ
ンドでも、「核クラブ」への参入は、「統一進歩連盟」（現シン
政権の基盤）の「核軍縮」の誓約に反する、との強い批判が
行われている。しかし、核軍縮の方向へ針路を逆転させる
鍵を握る、世界で最も有力な国（の1つ）は、日本ではない
か。戦争で核攻撃を受けた唯一の国の市民として、核廃絶
の方策をあくまで追求することは、核戦争の危機に直面す
る世界に対する義務でさえあろう。核燃料サイクルの国際
的管理（日本の「原子力平和利用三原則」の国際化）、東
北アジア非核地帯の創設に、日本の市民は今こそイニシ
アティブをとることができる。（藤田明史）

注　1. 『ワシントン・ポスト』０６年３月２９日。

日本の論調

日
本
の

論
調
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のところをどのように管理していくのか等々が、私どもの具
体的な現実論としてはより多く議論をされていかねばなら
ぬ大事なところであろう」とも述べており、合意容認へと傾
く姿勢も見せている。予断を許さないと言うべきであろう。

警戒すべき動き

　このように、主要紙はほぼ反対、日本政府の態度は流動
的という中、日本による「民生協力」に道を開きかねない議
論が起こっている。ＮＰＴ体制と民生協力を両立させること
が、はたして論理的にも、現実外交の上でも可能なのだろ
うか。私たちは、このような意見が勢いを増すことに警戒し
なければならない。
　たとえば、秋山昌廣氏（元防衛事務次官）は、日本外務
省・インド工業連盟共催の日印シンポジウム（３月１０日）に
て、直接米印合意には触れなかったものの、インドの核問
題（とりわけ９８年のインド核実験）に関連して、日本政府の
「ファンダメンタリスティックな対応」に疑問を呈している。
すなわちここでは、ＮＰＴへの固執が批判されているわけ
である２。
 　また、防衛大学の西原正校長は、「日本はインドの核
保有は認めたとしても、少なくともインドが核施設を軍事
用、民生用に完全に分け、後者に対するＩＡＥＡの査察を全
面的に受け入れるまで、米国の民生用核技術の供与を延
ばすべくブッシュ政権を説得し、英、仏、ロシアにも自制す
るよう促すべき」と主張している３。合意の積極容認ではな
いが、民生・軍事部門を分離して前者にのみ米国が協力
するという合意のコアの部分に対しては否定していない。

　米印合意に関しては、「２００５年７月１８日の米印共同声
明の実施計画」（いわゆる軍民分離計画）が３月７日に発
表されてはいるが４、より詳細な内容については、米国の議
員にすら明らかにされていない５。日本政府としては、最低
限、合意の詳細について公開するよう米印両政府に求め
る義務があろう。
　実は、今年１月３～４日にインドで行われた日印外相会
談で、軍縮・不拡散分野における局長級年次協議を開始
することが取り決められ，５月1日にその会合がニューデ
リーで持たれている。日本政府には、こうした新しい外交
チャンネルなどを大いに利用しつつ、積極的に核軍縮外
交を進めていくことが求められている。（山口響）

注
１．『日本経済新聞』０６年５月１日。
２．シンポジウムの議事録については、以下を参照<http://
w w w . m o f a . g o . j p / m o f a j / p r e s s / e v e n t / p d f s /
sy_060310_giji.pdf>。なお、このシンポジウムの冒頭で挨拶
した塩崎恭久外務副大臣は、「米印両国は、日本の戦略的
パートナーであり、わが国としても一部注意深い検討を要する
分野はありますけれども、両国の幅広い分野での関係強化を
歓迎しています」と述べ、もって回った言い方ながら、米印合意
への態度表明を保留している。
３．『世界週報』０６年３月１４日号。
４．www.indianembassy.org/newsite/press_release/2006/
Mar/sepplan.pdf
５．『グローバル・セキュリティ・ニューズワイヤ』０６年４月２７日。

調

だったのではないか」と主張している。『朝日』（３月３日付）
もまた、「唯一の被爆国として核拡散に強く反対し、核廃絶
を求めてきた日本としては受け入れがたい」と述べている。
また、『読売』（３月４日付）は、インドの民生原子力施設がＩＡ
ＥＡの査察下に入ることに関して「限定的とはいえ、国際的
な核管理体制は強化されよう」と評価しつつも、インドの「特
別扱いは、ＮＰＴ体制を大きく揺るがせるものだ」と断じてい
る。
　他方、『日経』『産経』の２紙は、ＮＰＴ擁護を冒頭でうたい
つつも、それとは異なる主張もしている。まず、『日経』（３月
６日付）は、米国の態度を「二重基準」「ご都合主義」ととら
れても仕方ないと批判している。その上で、新しい国際的
な核燃料供給・再処理の枠組みとして、米国の計画「グ
ローバル原子力パートナーシップ」（ＧＮＥＰ）を引き合いに出
しつつ、日本の六ヶ所村における核燃サイクルを「独自路
線の殻」にこもるものだとして対比し、日本も国際的な枠組
み作りに関与すべきだと呼びかけている。「東芝が買収す
る米ウエスチングハウス社がインドに原発を売ろうとすれ
ば、日本もインドの核不拡散問題に正面から向き合わざる
を得ない」と述べていることから、『日経』は米印核協力を
（ＮＰＴ以外の）何らかの国際的枠組の下で認めようとして
いるとみられる。
　最後に、『産経』（３月４日付）は、「ＮＰＴ体制をさらに骨抜
きにするといった懸念や批判も多い」としつつも、「日本に
とって必要なのは、国際情勢やインドの現実を直視し、経
済・エネルギーの観点、政治・安全保障の観点から、戦略
的にインドの事態に対応していくことだ」と述べ、明示的に
ではないにせよ合意を一定程度容認する姿勢を見せてい
る。

日本政府は結論先送り

　では、日本政府はどうだろうか。５月3日に行われた麻生
太郎外務大臣、ライス米国務長官の会談で、麻生氏が米
印合意への態度を保留したとの報道もある。日本の反対表
明が日米・日印両関係に与える悪影響への懸念と、戦後
日本の核軍縮外交路線堅持との間で引き裂かれているも
のと思われる。
　米印合意から約２週間後の３月１８日、日本の麻生外相、
ライス長官、オーストラリアのダウナー外相がシドニーにて
戦略対話を行い、直後に共同声明を発表した。そこでは、
米印合意が「国際的な不拡散体制の範囲の拡大に向けた
積極的な一歩になるであろうことに留意した」と述べられて
いる。合意当事者たる米国も含んだこの声明において、米
国を正面切って批判することを日本政府は避けたのでは
ないか。
　反核世論の強い日本国内では、まず合意への懸念を表
明するところから始めざるを得ない。麻生外相は、３月１５日
の衆院外務委員会の質疑の中で、インドに対して非核兵
器国としてＮＰＴに加入するよう従来どおり要請していく、と
答弁している。
　一方で外相は、３月２２日の参院外交防衛委員会にて、
「（インドによる）平和利用は大いに利用してもらうのはして
もらった方がお互い様、エネルギーの問題から見ても環境
の問題から見てもよろしいのではないか」「民生用の部分

●Ｍ
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フランドルの「ラディカル平和主義」と
ベルラール会議

　劣化ウラン兵器禁止を目的とした国際的キャンペーンが
始まったのは、２００３年１０月中旬。「国際劣化ウラン研究チー
ム」(ＩＤＵＳＴ)のダマシオ・ロペス氏らの呼びかけに応え、世
界８ヶ国から平和活動家や専門家など約３０名がベルギー
のベルラールに集まった。ロペス氏は、劣化ウラン弾が使
用された射爆場のある米国ニューメキシコ州サッコロ市生
まれの活動家である。集まった人たちの中には、イギリスの
「ＣＡＤＵ＝劣化ウラン反対キャンペーン」、アメリカの「軍事
毒物プロジェクト」、「反核国際法律家協会」ドイツ支部、イ
タリアの「ピースリンク」のメンバーなどに加え、アメリカのテ
ネシー州メンフィスにある兵器貯蔵庫の周辺に住み、ガン
や先天性異常の発症率の増加に直面している２０代の女
性や、劣化ウラン弾製造工場があったマサチューセッツ州
コンコードで劣化ウラン問題に取り組んできている婦人な
ども含まれていた。日本からは、イラク戦争開始直前、「ヒロ
シマ平和使節団」としてイラクを訪れた際、アメリカから参
加してくれたロペス氏と行動を共にした嘉指が参加した。
　ブリュッセルから汽車で一時間程のところにある小さな
町ベルラールは、聞けば、第一次世界大戦の激戦地イー
パーもそんなに遠くなく、フランドル地方の「ラディカル平和
主義」の伝統が息づいていて、第一次大戦戦没者を慰霊
する「平和マラソン」が毎年行われるとのこと。ベルラール
会議も、出版会社の経営から引退したばかりのデ・フォンス
氏が自邸を提供してくれることで可能となった。

ＩＣＢＵＷの結成

　３日間の議論の結果、「ウラン兵器禁止を求める国際連
合」（ＩＣＢＵＷ=The International Coalition to
Ban Uranium Weapons）の設立が宣言され、ウラン兵器
の全面的禁止、汚染地域の除染、および被害者への補償
を目指す「国際キャンペーン」への参加を呼びかける「ミッ
ション声明」が採択された。
　今までに２０カ国（アメリカ・イギリス・日本・ドイツ・オラン
ダ・ベルギー・イタリアなど）から８０を越える団体が賛同を
表明している。ＩＰＰＮＷ（核戦争防止国際医師会議）ドイツ
支部及びスイス支部、ＷＩＬＰＦ（平和と自由を求める国際婦

人連盟）フランス支部などに加え、ウクライナ、ルーマニア、
インド、パキスタンなどからも様 な々団体が賛同しており、
日本からもＮＯ　ＤＵ ヒロシマ・プロジェクト/ヒバク反対
キャンペーン/核兵器廃絶をめざすヒロシマの会／長崎の
証言の会／京都反核医師の会/原水禁国民会議／広島
県高教組合（広島県高等学校教職員組合）／大阪保険
医協会/「核戦争に反対する医師の会・愛知」／広島県教
職員組合など約20団体が呼びかけ・賛同団体として加
わっている。
　「国際社会による被害者支援」の規定も含む「ウラン兵
器の全面的禁止条約」の締結などを目ざし、インターネッ
トでの「オンライン国際署名」も開始されている。詳しくは、
ＩＣＢＵＷホームページ（www.bandepleteduranium.org/）
参照。

ヨーロッパ議会での
「大量破壊兵器不拡散」決議

　ＩＣＢＵＷは、第一回年次大会を２００４年５月にブリュッセ
ルで開いたが、翌年６月には、同じくブリュッセルのヨーロッ
パ議会内において、第２回年次大会をヨーロッパ議員の協
力のもとに開いた。こうした連携の成果の一つとして、同年
１１月、ヨーロッパ議会では、「劣化ウラン兵器のモラトリアム
＝暫定的使用禁止への要求を、全面的禁止の導入を目
指しつつ、改めて表明する」ことを明記した「大量破壊兵
器不拡散」決議が採択されるに至っている。またＩＣＢＵＷ
は、０５年５月のＮＰＴ再検討会議に際して、「劣化ウラン・
ワークショップ」を国連で開いたのに続けて、同年１１月、
「ウラン兵器禁止を求める国際共同行動デー」の取組みの
一環として、ワークショップをジェネーヴで開催し、軍縮Ｎ
ＧＯや国連各国代表部に訴えた。
　０４年夏より開始され、今までに２０万筆以上が集まってい
る国際署名は、その一部が、ＮＰＴ会議の際には国連の事
務総長と軍縮局長宛てに、また、ジュネーヴでのワーク
ショップでは、国連欧州本部軍縮局エンリケ・ロマンモレー
部長に手渡された。

ヒロシマ大会　

　ＩＣＢＵＷ第三回国際大会は、今年8月、広島で「劣化ウ
ランヒバクシャの声を、ヒロシマから世界へ！」のテーマの
下、開催される。
　今回の大会では、（１）イラクをはじめ世界各地からウラ
ン兵器の被害者を被爆地・広島に迎え、ウラン兵器の全面
禁止と被害者への支援と補償を求めるアピールを、被害
者とともに国際社会へ改めて強く発信したい。（２）また科
学者、専門家なども招聘し、ウラン兵器による環境汚染と
健康被害の問題、全面的・明示的禁止をめざす「禁止条
約」締結に向けての戦略などについても、議論を深めた
い。（３）さらに、日本を含む世界各国での様 な々動きや取
組みについて相互理解を深めることにより、世界の仲間と
のネットワークを強め、国際キャンペーンを大きく前進させ
るためのステップとしたい。（嘉指信雄）

詳しくは、「NO DU ヒロシマ・プロジェクト」ホームページ
（www.nodu-hiroshima.org）を参照ください。

劣化ウラン兵器禁止
国際キャンペーンの進展

２００６．８．３-６
ＩＣＢＵＷが
ヒロシマで大会

●Ｍ
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　私自身、「平和運動をしている」という意識はありません。そ
の言葉自体がおかしい、というか、本来運動するべきものでも
ないと思うんですよ。「戦争より平和がいい」という想いは、お
そらくみんなが持っているものでしょう。ましてや、お腹に子ど
もを１０ヶ月も入れて、生んで、１５年も２０年もかけて一人前に育
てる女としては、子どもが戦争にとられたり、殺し合ったり、普
通の人生さえ築けない、なんて耐え難いことですよね。
　私は戦争中に父と一番上の兄を亡くしています。母は戦後
の何もない時代に苦労して私を育ててくれました。戦争は私
の幼少時代の記憶にある、幸福だった「家庭」を崩壊させてし
まった。こういうことは２度とあってはいけないと思います。私は
ただ、こうした自分自身の体験から来る想いを発言している
だけなんです。
　フィリピンで戦死した１８歳年上の兄は音楽や絵がとても好
きでした。アメリカのジャズも含め、戦争が激しくなる直前まで
は、このような音楽を楽しむことができたんですね。でもそれ
が戦争になり、自分の母親や妹を守りたいと、納得せずとも徴
兵されて、最後まで戦って亡くなったのだろうと思います。兄
の命、兄のしたかったこと、そういう思いを全部引き継いで、私
は生きてきたような気がします。
　こんな時代だからこそ、みんなが持っている「平和がいい」
という気持ちを、素直に一つにできないでしょうか。同じ志を
持った人たちが一緒になれば、もっと大きなうねりになるでしょ

う。憲法９条を守ろうと沢山の人々が活動していますが、個々
に会をつくって、事務局を立ち上げ、活動資金で苦労して・・・
という状態では、それぞれががんばっているだけでうねりには
ならず、もったいないですよね。それよりも、人々が自然にネッ
トワークを広げていくことができればいいと思います。
　音楽家のなかにも、「絶対に９条は捨てたくない」と考えてい
る人たちは沢山います。けれども、実際に活動できるかという
と難しいですね。政治団体や組織の膠着が背後に見え隠れ
して、私たち一般の人間はなかなか入っていけない。平和と
いうのは、まさに違う考え、違う思いを持つ人々が一つになっ
ていくということですよね。組織にこだわらず、イデオロギーに
こだわらず、もっと普通の人たちが安心して自分の名前や顔
を出して、「９条を捨てたくない」と声を出せるようにならないか
なあと思っています。
　政治的な匂いのないものであれば、やっと日本でもアー
ティストたちが、自分の意思で参加するようになりました。それ
もずいぶん長い道のりでしたね。例えば、環境問題なんかも
本当に難しかったのですよ。９２年のリオ・サミットのとき、私は
環境大使として参加してほしいと早見優さんを口説いて実
現しました。いまでこそ「モーニング娘。」さんたちが温暖化問
題でコンサートを行ったりしていますけれど、当時は環境なん
て言えば「過激な人」と警戒されたものでした。そんなものに
参加させたらタレント生命は終わってしまう、というように。わず
か１０年ちょっと前のことです。環境のようにはなかなか難しい
とは思いますが、平和についても、変わっていって欲しいです
ね。
　ジョン・レノンの「イマジン」が生まれたのは１９７１年でした。
当初から好きな音楽でしたが、本当に２１世紀のテーマソング
として意識的に放送などでかけ始めるようになったのは、２０年
くらい前からでしょうか。この歌詞は、「There is no heaven
（天国なんかないと思ってごらん）」と始まります。これは、亡く
なったら天国へ行きたいと思っているキリスト教圏においては
衝撃的な歌詞であり、当初は大変な反発もありました。「でも
地獄もないんだ」と「イマジン」は歌います。それは、人はみな
等しく、今日という日を一生懸命に必死で生きている仲間な
んだよ、というメッセージなんです。
　「地球があって、宇宙があって、そのなかで人 は々命を分け
あって生きている」という、東洋のオノ・ヨーコさんの影響で生
まれた「イマジン」の思想は、それまでの西洋文化からは出て
こなかったものです。この歌の中には、「西洋と東洋」「一神教
と多神教」「男と女」といったものが、すべて一つに含まれてい
るのです。
　時代のニーズと感覚がこの歌に近づいてきた、というところ
でしょうか。「すべての命はつながっている」というイメージを
持つこと。そうした方向にしか本当の解決の道はないと思い
ます。私たちはみなそのことを認識しなければいけないので
はないでしょうか。（談。まとめ：中村桂子）

【連載】　いま語る―７

ゆかわ　れいこ　音楽評論家、作詞家。エルヴィス・プレス
リーやビートルズを日本に広めるなど、独自の視点によるポッ
プスの評論・解説を手がけ、世に国内外の音楽シーンを紹介
し続けてきた。作詞家としても数多くのヒット曲を手がける。
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次の人たちがこの号の発行に
参加･協力しました。

田巻一彦（ピースデポ）、中村桂子（ピースデポ）、丸茂明美
（ピースデポ）、湯浅一郎（ピースデポ）、大澤一枝、大滝正
明、嘉指信雄、津留佐和子、中村和子、林公則、藤田明史、
山口響、梅林宏道

宛名ラベルメッセージについて
●会員番号（６桁）：会員の方に付いています。●「（定）」：会
員以外の定期購読者の方。●「今号で誌代切れ、継続願いま
す。」「誌代切れ、継続願います。」：入会または定期購読の更
新をお願いします。●メッセージなし：贈呈いたしますが、入
会を歓迎します。

ピースデポの会員になって下さい。
会費には、『モニター』の購読料が含まれています。会員には、会の情報を伝える『会報』が郵送されるほか、書籍購入、情報等の
利用の際に優遇されます。『モニター』は、紙版（郵送）か電子版（メール配信）のどちらかを選択できます。料金体系は変わりませ
ん。詳しくは、ウェブサイトの入会案内のページをご覧ください。（会員種別、会費等については、お気軽にお問い合わせ下さい。）

ピースデポ電子メールアドレス：事務局＜office@peacedepot.org＞梅林宏道＜CXJ15621@nifty.ne.jp＞
田巻一彦＜kz-tmk@j03.itscom.net＞中村桂子＜nakamura@peacedepot.org＞丸茂明美＜marumo@peacedepot.org＞

今号の略語
ＣＤ＝ジュネーブ軍縮会議
ＤＯＥ＝米エネルギー省
ＤＴＲＡ＝国防脅威削減局
ＮＬＰ＝夜間離着陸訓練
ＲＮＥＰ＝強力地中貫通型核兵器
ＲＲＷ＝信頼性代替弾頭
ＳＡＣＯ＝沖縄に関する特別行動委員会

日  誌
２００６.４．６～５．５

作成：中村桂子、林公則

ＧＮＥＰ＝国際原子力エネルギーパート
ナーシップ、ＩＡＥＡ＝国際原子力機関、ＮＹ
Ｔ＝ニューヨークタイムズ

書：秦莞二郎

沖縄
●４月７日　普天間飛行場移設問題で、額賀防衛
庁長官と島袋名護市長が協議し、二本の滑走路
を設置する新沿岸案を合意。（本号参照）
●４月７日　今年一月にＦ１５が沖合に墜落した事
故で、米空軍調査委員会が調査結果を発表。原
因はエンジンの損傷。
●４月８日　稲嶺知事が新沿岸案を拒否する姿
勢を表明。
●４月１１日　新沿岸案の滑走路の長さををめぐっ
て、防衛庁と名護市の認識の違いが表面化。
●４月１２日　新沿岸案に関して、北部市町村会
が名護市長の意思尊重を表明。
●４月１４日　普天間飛行場の空中給油機の移転
先について、岩国基地を拠点とし、鹿屋基地とグ
アム等で訓練を実施することで日米が合意。
●４月２０日　在沖米軍の削減を日米両政府に求
める要請決議案が米国ハワイ州議会上院本会議
で審議され、全会一致で可決。
●４月２３日　嘉手納飛行場の日米共同使用反対
を訴えた東門美津子氏が沖縄市長に初当選。
●４月２３日　在沖米海兵隊のグアム移転費につ
いて、総額の５９％、約６１億ドルを日本側が負担す
ることで日米政府が合意。
●４月２６日　那覇防衛施設局長の訪問に対し
て、金武・宜野座・恩納の首長らは、キャンプ･ハン
センでの自衛隊共同使用を拒否。
●４月２６日　ホワイトビーチで米ミサイル駆逐艦４
隻と米ミサイルフリゲート艦２隻の入港を確認。
●４月２７日　在沖米海兵隊のグアム移転につい
て、２０１２年完了をめどに事業を進めることで米側
と合意していることが判明。
●５月３日　ホワイトビーチで米海軍のドック型揚
陸輸送艦２隻を、米軍天願桟橋で米海軍の給兵
艦１隻を確認。
●５月４日　稲嶺恵一知事が「米軍再編に関する
県の考え方」を発表。

●４月７日　在日米海軍司令部、横須賀基地に、
海上配備型の迎撃ミサイルＳＭ３を発射可能な
イージズ巡洋艦シャイローを８月に配備と発表。
●４月８日付　米誌ニューヨーカー（電子版）、ブッ
シュ政権がイラン空爆作戦の策定作業を加速さ
せ、地中貫通型核の使用も検討していると報道。
●４月１０日　ブッシュ米大統領、イラン核関連施
設への軍事攻撃に関する米メディア報道につい
て「ひどい憶測だ」。
●４月１１日　イランのアハマディネジャド大統領、
中部ナタンツの実験用核施設で燃料レベルの濃
縮ウランの製造に成功と発表。
●４月１２日　日本原燃、アクティブ試験中の六ケ
所村使用済み核燃料再処理工場内での放射性
物質を含む水約４０リットルの漏れを発表。
●４月１３日　北朝鮮の金桂冠・外務次官、記者会
見で米国がマカオの銀行に対する金融制裁を解
除すれば北朝鮮は６か国協議に復帰すると発言。
●４月１３日　イラン訪問中のエルバラダイＩＡＥＡ
事務局長、アガザデ原子力庁長官、ラリジャニ最
高安全保障委員会事務局長と会談。
●４月１６日付　米紙ＮＹＴ（電子版）、イランがカー
ン博士の「核の闇市場」を通じＰ２型遠心分離機を
入手した疑いがあると報じる。

●４月１７日　米政府、横須賀基地の原子力空母
配備問題に関連して、横須賀市長に原子力軍艦
の構造や運用など安全性を説明する文書提出。
●４月１８日　国連安保理５常任理事国とドイツ、
モスクワで高官会合を開催。
●４月２０日　訪米中の胡錦濤・中国国家主席、
ブッシュ米大統領と会談。
●４月２１日　政府、テロ特措法に基づく海自イン
ド洋派遣を、１１月１日まで半年間延長する基本計
画変更を閣議決定。
●４月２２日　韓国と北朝鮮の第１８回南北閣僚級
会談、平壌で開催。
●４月２５日　イランのラリジャニ最高安全保障委
員会事務局長、核問題で制裁が発動されれば「Ｉ
ＡＥＡとの関係を停止する」。
●４月２５日　イランの最高指導者ハメネイ師、同
国が開発した核技術を他国に「移転する用意が
ある」と発言。ＡＰ通信。
●４月２６日　イランのアガザデ原子力庁長官、ＩＡ
ＥＡ本部で、エルバラダイ事務局長や保障措置部
門の最高責任者ハイノネン事務次長と会談。
●４月２６日　ローレス米国防副次官、記者会見で
在日米軍再編に伴う日本負担が総額２００億ドル
になるとの見通しを表明。
●４月２８日　エルバラダイＩＡＥＡ事務局長、ウラ
ン濃縮活動を継続するイランを批判する報告書
を安保理とＩＡＥＡ理事会に提出。
●４月２８日　ライス米国務長官とブルガリアのカ
ルフィン外相、米軍にブルガリア国内での基地使
用を認める協定に調印。ＡＰ通信。
●４月２９日　パキスタン軍、核弾頭が搭載可能な
中距離弾道ミサイル「ハトフ６」の発射実験に成功
したと発表。
●５月１日　日米安全保障協議委員会（２＋２）、在
日米軍再編の最終報告で合意。（本号参照）
●５月２日　イラン原子力庁のアガザデ長官、同

国が濃度４．８％の濃縮ウランを製造と表明。
●５月３日　米英仏、イランに対しウラン濃縮など
核関連活動の全面停止を義務付ける安保理決
議案の原案を提示。
●５月５日　日米政府、ＧＮＥＰ計画で日本の高速
増殖炉を使った新型燃料の開発など５分野の協
力で合意。

憲法再生フォーラム講演会

「米軍再編」の本質
日米軍事一体化と憲法の危機

日時：６月１０日（土）
午後１時半～５時（午後１時開場）
会場：男女共同参画センター
（フォーラム南太田）大研修室

横浜市南区南太田１－７－２０

京浜急行南太田駅下車徒歩３分

  資料代：１０００円（学生５００円）

メインスピーカー

伊波洋一 （宜野湾市長）
梅林宏道 （ピースデポ代表）
水島朝穂 （早稲田大学教授）

「米軍再編」とはどのような構想なのか？
 そして、それが日本の将来に何をもたらすのか？
沖縄から普天間基地を抱える宜野湾市長を迎え、「米軍再編」の本質に迫ります。

主催：憲法再生フォーラム（代表・辻井喬）
連絡先：法政大学法学部資料室気付 杉田敦研究室（０３－３２６２－７８２２ＦＡＸ）


